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Ⅰ． 概 要 

  

令和４年度は、長引くコロナの影響で世界的な経済収縮が続くとともに、円

安の影響によりエネルギー・原材料価格が高騰した。また、当協会は、並行輸

入車の排ガス・騒音試験や自転車等の中国からの輸入品の受託試験が大きな割

合を占めているため、為替や国内景気の影響を受けやすい体質となっている。

このため、令和４年度の事業収入は５６６百万円に留まり、予算（５６９百万

円）からは３百万円の減収となるとともに、対前年比９４％にとどまった。 

しかし、新たなモビリティと期待されている電動キックボード等は、道路交

通法や道路運送車両法の保安基準の改正により、「特定小型原動機付自転車」

として新たに創設されることとなり、その認証制度がスタートすることとなっ

た。当協会としても当該認証制度の「性能等確認機関」に応募することを検討

したが、全ての項目については検査することが不可能であることが判明したた

め、最終的には応募することを見送ることとした。しかし、行政当局や関係団

体等と密接に打ち合わせる過程において、様々な知識と経験を共有することが

できた。これは直ちには収入増には結びつかないものの、当協会の将来進むべ

き新たな道標となることと思われる。 

また、当協会は JIS法に基づき、生産工程における品質管理と最終製品検査

の二本立てを確実に実施し、あらゆる検査において「正しい結果と公正な手続

きは車の両輪である」と言う基本方針を忠実に守っている。このことがユーザ

ーからの高い信頼と評価に繋がっているとともに、職員のモチベーションの礎

となっているが、多少規程類の改変が遅れていたため、内部の職員や被認証者

にとって判りにくい規程体系となっていた。そこで約１５年振りに JIS品質マ

ニュアルを抜本的に見直し、新たな業務規程と１４の子規程に再編・整理した。 

このように令和４年度は、外部環境の悪化により事業収入は減少したもの

の、長年当協会の課題となっていた懸案事項を解決するとともに、将来への新

たな事業の種まきを行った年であったと評価することができる。 

 

  

Ⅱ． 環 境 技 術 関 連 事 業 

１．排出ガス・騒音試験 

   令和４年度の試験台数は、四輪車６７３台・二輪車３９６台であった。コロ

ナ禍及び円安並びにウクライナ情勢に係る世界的な生産調整等が試験台数に

影響して四輪車は、令和３年度の７８６台と比べて１１３台減少（▲１４％）

した。また、二輪車は、令和３年度の４３２台と比べて３６台減少（▲８％）

した。 

令和４年度の収入は、四輪車は２０４百万円であり、二輪車は７５百万円と

なった。四輪車は、令和３年度と比べて４０百万円減少（▲１６％）し、二輪

車も、令和３年度と比べて４百万円減少（▲５％）した。 
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２．アルミホイール試験 

アフターマーケット用アルミホイールの安全性確保のため、自動車用軽合金

製ホイール試験協議会（JWTC)が規定した VIA 登録制度による審査と型式登録

及びサーベイランステストを実施した。 

令和４年度の型式登録数は１,９６９件で令和３年度の１,８７３件と比べ

て、９６件増加（＋５％）した。 

令和４年度の収入は４６百万円となり、令和３年度の４５百万円と比べて、

１百万円増加（＋２％）した。型式登録数の伸びに対して収入が伸びなかった

理由は、長引くコロナ禍により海外の設備審査が実施できなかったことによる

ものである。 

 

３．自動車用安全ガラス試験 

   米国自動車製造業者機器適合機関（AMECA: Automotive Manufactures 

Equipment Compliance Agency, Inc.）の自動車用安全ガラスの認定試験機関

として、北米向けの試験を行った。また、一般依頼として、樹脂ガラス等の試

験を実施した。 

令和４年度の AMECA 実施件数は１３６件で令和３年度の１２８件と比べて

８件（６％）増加、一般依頼実施件数は２５件で令和３年度の２３件と比べて

２件（９％）増加と共にほぼ横ばいであった。 

令和４年度の収入は１８．４百万円となり、令和３年度の１８．６百万円と

ほぼ横ばいだった。 

 

４．その他試験 

   自動車の改造に伴う強度試験及び自動車部品等の環境試験を行った。 

Ⅲ．安 全 技 術 関 連 事 業 

１．自転車技士制度 

  (１)自転車技士試験 

令和４年度の自転車技士試験は、「自転車技士試験及び自転車安全整備

士試験の実施における新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」を策

定し、ガイドラインに基づく「新型コロナウイルス感染症対策」として特

に、「実技及び学科試験について受験者同士の身体的距離を確保すること」、

「一部の試験会場で２日に分けて試験を実施すること」等とし、感染症対

策を講じて試験を実施した。 

試験は、全国１１会場を８月３日、４日、１８日、２５日の４日間に分け

て実施した。さらに、前記の１１会場以外に、当協会東京検査所において、

学科試験免除者を対象に実技試験を実施した。 

受験申請者１,６２１名（令和３年度１,８２７名）に対して、実技及び学

科の試験を実施した（２０６名減）。この結果、合格者数は７８８名（令和

３年度９７６名）で、自転車技士資格取得者数は累計で３０,２７２名となっ

た。 
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なお、令和４年度の受験申請者については、コロナ前の令和元年度並みの

受験申請者（１,８０６名）を見込んでいたが、それよりも１８５名を下回る

結果となった。 

 

(２)自転車技士資格取得者の資格更新 

自転車技士資格取得者の５年毎の資格更新を３,５０９名に対して行った

（更新率約８０％）。 

 

２．自転車等試験検査 

(１)自転車等依頼試験 

自転車及び同部品の JIS、SG及び BAA基準等による品質確認のための令和

４年度の依頼試験件数は、完成車（商品検査対象自転車、型式試験対象駆動

補助機付自転車を除く。）については３６件で、令和３年度の５２件と比べ

て１６件（▲３１％）減少した。また、同部品については、本年度は２９５

件で前年度の２９８件とほぼ同数となった。 

    完成車の依頼試験件数の減少した理由として、完成車は主に中国で生産さ

れており、新型コロナウイルス感染症によりサプライチェーンの影響がでて

いることが挙げられる。 

    令和４年度の収入は４５百万円となり、令和３年度の４５百万円と同額と

なった。 

 

(２)電動アシスト自転車等関連試験（交通安全検査を含む。） 

公益財団法人日本交通管理技術協会から委託された令和４年度の型式試

験について、駆動補助機付自転車は１０５件で令和３年度の１０８件より若

干減少し、原動機を用いる身体障害者用の車椅子についても本年度は４件で

前年度の９件と比べて５件減少した。 

また、本年度の電動アシスト自転車の依頼試験件数も１７３件で、前年度

の１７８件より若干減少した。 

令和４年度の型式試験収入は１３百万円となり、令和３年度の１３百万円

と同額となった。 

 

(３) VIA認定検査 

主として、ハブ、ギヤクランク、ディレーラ等の自転車部品を対象とする

VIA マーク表示に関する令和４年度の認定検査件数は３８件で、令和３年度

の４２件と比べて４件（▲１０％）減少した。全体の申請数量について本年

度は約１,６５６千個で前年度の約１,３９２千個と比べて約２６４千個（１

６％）増加した。申請数量の増加した理由として、認定検査件数は少し減少

したが、個々の自転車部品生産数の増加によるものである。 

令和４年度の収入は１.１百万円となり、令和３年度とほぼ同額となった。 
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(４)その他自転車関連（商品検査、クレーム調査） 

一般社団法人自転車協会からの依頼による BAAマーク表示に係る自転車の

商品検査を受託した。 

消費生活用製品安全法による PSCマーク表示に係る乗車用ヘルメットの商

品検査を受託した。 

自転車等の製品苦情に対する原因究明の調査件数は、令和４年度は５件

で、令和３年度の７件と比べると若干減少となった。 

 

３．製品安全等試験検査 

(１)製品安全検査 

一般財団法人製品安全協会の SG マーク制度に係る製品検査の対象製品の 

うち、当協会が行う対象品目としては、乗車用ヘルメット等全１８品目であ

る。令和４年度のロット認証申請数量は９品目で約８０５千個と令和３年度

の約８７３千個と比べて約６８千個（▲８％）減少した。 

また、令和 4年度の同協会からの型式認証試験は、１１品目で１０２件と

前年度の６０件と比べて４２件（４１％）増加した。型式認証試験の増加し

た理由として、乗車用ヘルメット及び自転車等用ヘルメットの試験件数が増

加したことが挙げられる。 

令和４年度の収入は４３百万円となり、令和３年度の３５百万円と比べて

８百万円（１９％）増加した。 

 

(２)製品安全依頼試験 

令和４年度の依頼試験件数は、４４８件で令和３年度の５０１件と比べて

５３件（▲１１％）減少した。依頼試験件数の減少した理由として、特にベ

ビーカー及び環境試験（耐じん性等）の試験件数が減少したことが挙げられ

る。 

令和４年度の収入は２９百万円となり、令和３年度の３１百万円と比べて

２百万円（▲６％）減少した。 

 

 (３)測光試験 

自転車及び自動車ランプの配光試験、反射材等の反射性能試験を行った。

令和４年度の試験件数について、自転車用ランプ等は２６件で令和３年度の

２３件と比べて若干増加した。自動車用ランプ等は６５件で前年度の８８件

と比べて２３件（▲２６％）減少した。その他については１４６件で前年度

の１１４件と比べて３２件（２２％）増加した。 

自動車用ランプ等の依頼試験件数の減少した理由として、番号灯の試験件

数の減少が挙げられる。また、その他の依頼試験件数が増加した理由として

は、反射シート関連の試験件数の増加が挙げられる。 
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令和４年度の収入は１４百万円となり、令和３年度の１５百万円と比べて

１百万円（▲７％）減少した。 

 

４．JIS認証関連事業 

当協会は、産業標準化法に基づく JISマーク表示の認証業務を行う認証機

関として経済産業大臣の登録を受け、認証業務を行っている。 

令和４年度は、JIS D 9452（自転車―リフレックスリフレクタ）２件及び 

JIS T 8133（乗車用ヘルメット）１件の計３件の定期認証維持審査を実施し

た。なお、前年度は計１件であった。 

 

Ⅳ． 公 的 機 関 と し て の 信 頼 性 確 保 事 業 

（１）公的試験･検査機関として、試験機器等の精度維持ならびに保安基準・審

査事務規程等の関係規定に基づいた適正な試験を実施するための職員の教

育に努め、試験・検査体制の充実を図った。 

 

(２) JIS マーク表示制度に関する JIS 登録認証機関協議会に参加し、JIS 認証

業務の品質向上を図った。また、JISに関する外部研修等に参加するととも

に、内部研修（業務規程改訂に伴う内部研修も含む。）を実施し、JIS認証

業務に係る要員の力量向上を図った。 

 

(３)産業標準化法試験事業者登録制度(JNLA;Japan National Laboratory 

Accreditation system)の登録事業者として、試験機器等の精度維持に努め

るとともに、職員の力量の確保向上を図るために外部研修の参加及び内部

研修を実施した。 

 

(４) AMECA の認定試験機関として、2023 年 3 月 8 日付けで登録を更新し、試

験機器等の精度維持に努めるとともに、試験・検査体制の充実を図った。 

Ⅴ． 他 団 体 と の 協 力 事 業 

１．環境技術関連 

自動車用軽合金製ホイール試験協議会（JWTC）において、試験協議会並びに

各委員会に委員として参加した。また、令和３年度に実施した規程改訂に伴い、

「ホイール試験協議会規程集」の発行に協力し、併せて申請事業者がより理解

できることを目的として JWTCホームページにおける Q&Aの見直しを実施した。 

 

２．安全技術関連 

(１)一般財団法人製品安全協会からの依頼により、消費生活用製品 PLセンタ

ー連絡調整委員会に判定委員として参加した。また、自転車用幼児座席、

野球及びソフトボール用ヘルメットの専門部会に委員として参加し、SG 基

準の見直しに協力した。 
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(２)公益財団法人日本交通管理技術協会からの依頼により、同協会が行う駆

動補助機付自転車（電動アシスト自転車）等の型式認定に係る試験審査委

員会に委員として参加し、試験審査に協力した。また、自転車安全整備技

能検定審議会及び同試験委員会に委員として参加し、検定実施に協力した。 

  

(３)一般社団法人自転車協会の自転車安全基準専門委員会、電動アシスト自転

車専門委員会に委員として参加し、BAA基準の見直しに協力した。 

 

(４)一般財団法人自転車産業振興協会が主催する自転車 JIS/ISO 規格研究委 

員会等に委員として参加し、関係 JISの見直しに協力した。 

 

(５)一般財団法人日本自転車普及協会が行う自転車事故に関する自転車 ADR*

センター事業に協力した。（*Alternative Dispute Resolution 裁判外紛争

解決手続） 

 

(６)独立行政法人国民生活センターの商品テスト分析・評価技術委員会に委員

として参加した。 

 

(７)一般社団法人日本野球機構（NPB）が実施する「統一球の検査」に関し、

反発係数の試験を実施した。 
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Ⅵ．運 営 管 理 

当協会の運営管理については、公益法人制度改革に対応した一般財団法人への

移行後１０年目を迎え、令和３年度の公益目的支出計画実施報告書等を内閣府に

提出した。 

会議については、新型コロナウイルスの影響によりみなし決議にて行っていた

評議員会を、６月に約３年ぶりに対面形式で実施した。また、理事会については、

令和４年６月７日と令和５年３月９日にＷｅｂで開催した。なお、監事会は令和

４年５月３０日に開催し、当協会の適正な運営管理に努めた。 

諸規程の整備については、就業規則を令和４年７月１日付けで一部変更・施行

した。また、令和４年４月１日に交付決定のあった JKA補助金について、理事会

で決議し、令和４年５月２０日付けで補助金交付誓約書を JKAに提出した。 

１．評議員、役員（理事・監事）、顧問及び参与 

(1) 評議員                   令和５年３月３１日現在 

氏   名 所属・役職 

入  野    泰  一   日本自動車輸入組合 副理事長兼専務理事 

大 下  政 司 一般社団法人日本自動車部品工業会 副会長・専務理事 

 岡   紳一郎 一般社団法人日本自動車工業会 参与・総合政策領域長 

荻 野  敏 行  株式会社 三ヶ島製作所  代表取締役社長 

小  澤     豊 日本自転車軽自動車商協同組合連合会 理事長 

 下 境  健 一 一般財団法人日本規格協会 理事 

  関   成 孝 一般財団法人製品安全協会 専務理事 

  野  澤    隆  寛   一般財団法人 自転車産業振興協会 会長 

 兵 藤  哲 朗   東京海洋大学流通情報工学科 教授 

（以上９名） 

(2) 理 事 

令和５年３月３１日現在 

役 職 名 氏    名 所属・役職 

理 事 長      久能木 慶治   

専務理事      稲垣 謙三 一般財団法人 日本車両検査協会 総務部長 

（兼）環境技術部長 

理   事 一色 良太 一般財団法人 日本自動車研究所 専務理事 

理   事 大口  敬 東京大学生産技術研究所 教授 

理   事 大柳 博明 一般財団法人 日本車両検査協会 安全技術部長 

理   事 小川 武史 青山学院大学理工学部 客員教授 

（以上６名） 
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(3) 監 事   

令和５年３月３１日現在 

役 職 名 氏    名 所属・役職 

  監   事    小鷹狩 幸一 一般財団法人 自転車産業振興協会 常務理事 

（兼）事務局長（兼）考査室長 

  監   事    米山 文明  東京自転車健康保険組合 常務理事 

（以上２名） 

 

(4) 参 与 

令和５年３月３１日現在 

氏   名 所属・役職 

 上 金  孝 平  一般財団法人 日本車両検査協会 

                              （以上１名） 

 

２．組 織 

 

 

（注）点線内は本部を示す。 

評議員会 

理事会 

役員候補者

選定委員会 

監事 

理

事

長

  

専

務

理

事 

常

務

理

事 

執

行

理

事 

総務部 

安全技術部 

環境技術部 

東京検査所  

大阪検査所 

参与 

委員会 

顧問 



- 9 - 

３．職 員 

(1) 異動状況 

（単位：名） 

 

 

区  分 

 

 

 

令和３年度 

初 現 在 

 

減      員 

 

増     員 

 

 

令和４年度 

末 現 在 
退 

職 

 異 

 動 

入 

職 

 異 

 動 

 

技 術 職 員      

 

３６ 

 

５ 

 

０ 

 

１ 

 

０ 

 

 ３２  

 

事 務 職 員      

 

１０ 

 

０ 

 

０ 

 

２ 

 

０ 

 

 １２ 

 

合  計 

 

４６ 

 

５ 

 

０ 

 

３ 

 

０ 

 

 ４４ 

 
(2) 事業所別構成 

（ 令和５年３月３１日現在 ）                                            

                          （単位：名) 

 

区  分 

 

 

本 部 

 

 

東 京 

検査所 

 

大 阪 

検査所 

 

合 計 

 

 

技術職員 

 

２ 

 

２０ 

 

１０ 

 

３２ 

 

事務職員 

 

４ 

 

５ 

 

３ 

 

１２ 

 

合  計 

 

６ 

 

２５ 

 

１３ 

 

４４ 

 

４．会議の開催 

(1) 評議員会 

  回 数  開催年月日                   議        案 

 第２５回 

 

令和4年6月21日 

 

１． 令和３年度事業報告書の報告について 

２． 令和３年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算

書）及び同附属明細書並びに財産目録（案）の承認につ

いて 

３． 公益目的支出計画実施報告書の報告について 

 第２６回 令和5年3月23日 

（注）みなし決議であっ

たため決議があったと

みなされた日付 

１．令和５年度事業計画及び収支予算について 
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(2) 理事会 

  回 数  開催年月日                   議        案 

 第３５回 令和4年6月7日 

 

１．令和３年度事業報告について 

２．令和３年度決算について 

３．令和３年度公益目的支出計画実施報告書について 

４．参与の選任について 

５．評議員会の開催について 

６．規程類の変更について 

７．JKA補助事業の実施について 

８．理事長及び業務執行理事の職務執行状況報告について 

第３６回 令和5年3月9日 

 

１． 令和５年度事業計画及び収支予算について 

２． 評議員会の開催について 

３． 理事長及び業務執行理事の職務執行状況報告について 

 

(3) 監事会 

  回 数  開催年月日                   議        案 

  第１回 

 

令和4年5月30日 

 

 １．令和３年度事業報告書（案）、決算書類（案）及び公益

目的支出計画実施報告書（案）について 

 

５．規程等の制定・変更等 

  名 称 種別 概 要 施行日 

就業規則 変更 高年齢者等の雇用の安定等に関す

る法律の改正に伴い、「定年」につ

いて変更 

令和4年7月1日 

 

６．諸手続 

年月日 認可･承認･登録等の事項 

令和4年4月15日 

 

 

「自転車組立、検査及び整備技術審査」に対する経済産業省

後援名義の使用の承認 

 （承認番号：20220419製第4号） 

令和4年5月20日 

 

JKA に対する自転車等機械振興事業に関する補助金交付誓

約書の提出 

（整理番号：2022M-015） 

令和4年6月24日 内閣府に対する公益目的支出計画実施報告書等の提出 

（整理番号：2200121123） 

 

注記：令和４年度事業報告において、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則

第３４条第３項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」がないので令和４

年度事業報告の附属明細書は作成しない。 

 

 


